
和光市指定地域密着型サービス等を行う事業所の指定に係る同意等についての基本方針

（目的）

第１条 この方針は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第７８

条の２第４項第４号（法第７８条の１２において準用する第７０条の２第４項において

準用する場合を含む。）及び法第１１５条の１２第２項第４号（法第１１５条の２１にお

いて準用する第７０条の２第４項において準用する場合を含む。）に規定する同意（以下

「同意」という。）及び認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設又は地域密着型

介護老人福祉施設（以下「認知症対応型共同生活介護事業所等」という。）への入居又は

入所（以下「入居等」という。）に関する必要な要件等を定め、指定地域密着型サービス

等の適正な運営と利用を実現することを目的とする。

（定義）

第２条 この方針における用語の定義は、法において使用する用語の例による。

（所在地市町村長の同意に係る手続及び要件）

第３条 指定地域密着型サービス又は指定地域密着型介護予防サービスの事業（以下「指

定地域密着型サービス等」という。）を行う事業所のうち市外に所在するもの（以下「市

外事業所」という。）は、次に掲げる要件をすべて満たす者（以下「利用対象者」という。）

から利用相談を受けた場合において、法第４２条の２第１項本文又は法第５４条の２第

１項本文の指定を市長から受けようとするときは、市外地域密着型サービス事業所の利

用に係る申立書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。

⑴ 市が行う介護保険の被保険者（以下「和光市被保険者」という。）であること。

⑵ 要介護認定等を受けている、又は受ける予定であること。

２ 市長は、前項の申立書の提出があった場合において、次のいずれかの要件を満たすと

きは、当該申立書に係る市外事業所の所在地の市区町村長（以下「所在地市区町村長」と

いう。）に指定地域密着型サービス等を行う市外事業所の指定等に係る同意依頼書（様式

第２号）を提出するものとする。

⑴ 利用対象者が市内の同種の指定地域密着型サービス等が整備されていない又は定員

の空きがないこと。

⑵ 利用対象者が災害や虐待等の特別な理由により、市外事業所を利用する必要性があ

ること。

⑶ 利用対象者が市外事業所を利用する合理的な理由があること。

３ 前項に掲げるもののほか、市内の指定地域密着型サービス等の利用について特段の理

由がある場合は別途協議を行う。

４ 市長は、所在地市区町村長から同意を得た場合には和光市介護保険施行細則第４４条

の規定に基づき指定を行う。

（他の市区町村の長が市内の地域密着型サービス等事業所を指定する場合の同意に係る

手続及び要件）



第４条 他の市区町村の長（以下「他市区町村長」という。）は市内に所在する指定地域密

着型サービス等を行う事業所（以下「市内事業所」という。）の指定に係る同意を求めよ

うとするときは、同意を依頼する旨の書面を市長に提出しなければならない。

２ 市長は、次項以降の要件を満たす場合、前項の依頼に対し同意するものとし、その旨

を指定地域密着型サービス等を行う事業所の指定の同意依頼に係る回答書（様式第３号）

により当該依頼に係る他市区町村長に通知する。

３ 認知症対応型共同生活介護事業所等に関する同意の要件は次の各号に掲げるとおりと

する

⑴ 認知症対応型共同生活介護事業所等は次の要件を全て満たすこと。

(ｱ) 開設から１年を経過していること。

(ｲ) 被保険者からの入居の希望者（以下「入居等希望者」）がなく、入居等を申請して

いる既存の待機者がいないこと。

(ｳ) 認知症対応型共同生活介護事業所等への入居等希望者を含め、和光市被保険者で

ない者の割合が定員の５割を超えないこと。

(ｴ) 入居等希望者の受け入れ後に定員の空きが１名以上あること。

⑵ 入居等希望者は次のいずれかの要件を満たすこと。

(ｱ) 現在居住する市区町村において同種の指定地域密着型サービス等が整備されて

いない又は定員の空きがないこと。

(ｲ) 入居等希望者が災害や虐待等の特別な理由により、市内事業所を利用する必要性

があること。

(ｳ) 入居等希望者が市内事業所を利用する合理的な理由があること。

４ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、

小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護（以下「定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所等」という。）に関する同意の要件は次の各号に掲げるとおりとする。

⑴ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所等は次の要件を全て満たすこと。

(ｱ) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所等の利用を希望する者（以下「利用希

望者」という。）を含めて和光市被保険者でない利用者（和光市内の住所地特例対

象施設に入所しており、他の市区町村の被保険者となっている者を除く。）の割合

が、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護又は認知症対応型通

所介護にあっては契約者数、小規模多機能型居宅介護又は看護小規模多機能型居宅

介護にあっては登録定員の５割を超えないこと。

(ｲ) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介

護については現在の契約者数、サービスの利用状況等を勘案し、利用希望者の受け

入れ後に更に１名以上へのサービス提供が可能と認められること。

(ｳ) 小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護については利用希望者の

受け入れ後に登録定員の空きが１名以上あること。

⑵ 利用希望者は次のいずれかの要件を満たすこと。

(ｱ) 現在居住する市区町村において同種の指定地域密着型サービス等が整備されて

いない又は定員の空きがないこと。

(ｲ) 利用希望者が災害や虐待等の特別な理由により災害や虐待等の特別な理由によ



り、市内事業所を利用する必要性がある、こと。

(ｳ) 入居等希望者が市内事業所を利用する合理的な理由があること。

５ 地域密着型通所介護に関する同意要件は次の各号に掲げるとおりとする。

⑴ 要支援である利用を希望する者に介護予防通所介護を提供していた事業所の場合、

次の(ｱ)及び(ｲ)に該当すること。

(ｱ) 地域密着型通所介護事業所の要件

要支援の認定を受けていた利用希望者が認定更新申請又は区分変更申請に伴い、

要介護に認定が変更となった場合で、更新申請又は区分変更申請前に介護予防通所介

護又は第一号通所事業のサービスを提供していた事業所であること。

(ｲ) 地域密着型通所介護事業所の利用を希望する者の要件

認定更新又は区分変更後も利用希望者又はその家族が該当事業所の利用を希望し、

かつ、継続して当該事業所の利用が必要と介護支援専門員が判断していること。

⑵ 前号の事業所に該当しない事業所の場合、次の(ｱ)及び(ｲ)に該当すること。

(ｱ) 地域密着型通所介護事業所は次の要件をすべて満たすこと。

① 地域密着型通所介護事業所の利用を希望する者を含めて和光市被保険者でない

利用者（和光市内の住所地特例施設に入所しており、他の市区町村の被保険者と

なっている者を除く。）の割合が、契約者数の５割を超えないこと。

② 現在の契約者数、サービスの利用状況等を勘案し、地域密着型通所介護事業所

の利用を希望する者の受け入れ後に更に１名以上へのサービス提供が可能と認

められること。

(ｲ) 地域密着型通所介護事業所の利用を希望する者は次のいずれかの要件を満たす

こと。

① 現在居住する市区町村において同種の指定地域密着型サービス等が整備されて

いない又は定員の空きがないこと。

② 地域密着型通所介護事業所の利用を希望する者が災害や虐待等の特別な理由に

より、市内事業所を利用する必要性があること。

③ 入居等希望者が市内事業所を利用する合理的な理由があること。

６ 前３項に掲げるもののほか、市内の指定地域密着型サービス等の利用について特段の

理由がある場合は別途協議を行う。

７ 第２項の規定による同意は利用者ごとに行うものとする。

（認知症対応型共同生活介護等への入居等を申請する者の要件）

第５条 認知症対応型共同生活介護等への入居等を申請する者（以下「入居等申請者」と

いう。）は、市へ転入をした日から１月以上の期間を経過した者でなければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、入居等申請者の金銭管理、各種官公署の手続き、その他日

常生活上の諸手続きを主として担う者の転入に伴い市に転入した者は、転入をした日か

らの経過期間にかかわらず、入居等申請者が入居等をしようとする事業所が次のいずれ

かに該当している旨を記載した書面を市へ提出した場合は、認知症対応型共同生活介護

等への入居等を申請することができる。

⑴ 入居等を申請している待機者（次号において「待機者」という。）がいないこと。



⑵ 入居等申請者よりも入居等の必要性の高い待機者がいないこと。

３ 和光市から転出した後も住所地特例により和光市被保険者となっている者が、市内に

所在する認知症対応型共同生活介護等への入居等を申請しようとする場合における第１

項の規定の適用については、同項中「市へ転入をした日」とあるのは「和光市における被

保険者資格取得した日」とする。

（例外措置）

第６条 指定地域密着型サービス等の利用が早急に必要と認められる特別の事情がある場

合は、前条までの規定によらず個別に判断を行う。

２ 前項の場合において、市へ転入をした日から１月未満である者が認知症対応型共同生

活介護等への入居等を申請する場合は、開設から１年を経過している事業所のうち、前

条第２項各号のいずれかに該当する事業所への入居等の申請に限るものとし、かつ、前

条第２項各号のいずれかに該当する旨を記載した書面を市へ提出しなければならない。

令和４年４月１日策定

令和６年６月１日改正



（様式第１号 第３条関係）

年 月 日

和光市長

市外事業所 所 在 地

名 称

管理者氏名

市外地域密着型サービス事業所の利用に係る申立書

和光市が行う介護保険の被保険者から利用希望がありましたので、和光市指定地域密着

型サービス等を行う事業所の指定に係る同意の基本方針第３条第１項に基づき、次のとお

り申し立てます。

事

業

所

介護保険事業所番号

名 称

所 在 地

サービス種別

利
用
対
象
者

氏 名

住 所

生 年 月 日

介護保険被保険者番号

要介護状態区分

ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー

担当ケアマネの有無

居宅介護支援事業所

（地域包括支援センター）

担 当 者

連絡先電話番号

他
市
担
当
者

部 課 等 名

担 当 者 名

連絡先電話番号



内 諾 の 有 無

利用開始希望日

相
談
内
容
・
経
緯
等



（様式第２号 第３条関係）

第 号

年 月 日

（他の市区町村の長） 様

和光市長

指定地域密着型サービス等を行う市外事業所の指定等に係る同意依頼書

次の事業所について、和光市が行う介護保険の被保険者から利用希望がありましたの

で、次のとおり同意を求めます。

記

事 業 所

利用対象者

別添「市外地域密着型サービス事業所の利用に係る申立書（様式第１

項）」のとおり

根拠規定
別添「和光市指定地域密着型サービス等を行う事業所の指定に係る同

意の基本方針」

依頼の内容 指定地域密着型サービス等の指定に係る同意

依頼の経緯



（様式第３号 第４条関係）

第 号

年 月 日

（他の市区町村の長） 様

和光市長

指定地域密着型サービス等を行う市外事業所の指定等の同意依頼に係る回答書

年 月 日付 第 号で依頼のあった指定地域密着型サービス等を行う市外事業

所の指定等の同意について、次のとおり決定したので通知します。

記

同意の可否（該当に〇印） 同意する ・ 同意しない

事

業

所

名 称

所 在 地

サービスの種類

介護保険事業所番号

利

用

者

氏 名

住 所

生 年 月 日

介護保険被保険者番号

利 用 開 始 日 年 月 日

同 意 の 条 件


